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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高　　　　 　 　　 （千円） 7,658,699 8,647,590 9,712,508 10,416,235 11,337,365

経常利益　　　　 　　  （千円） 334,740 342,607 394,156 366,845 498,245

当期純利益　　  　　　 （千円） 182,866 162,305 216,767 208,260 262,914

持分法を適用した場合の
投資損失（△）　   　　（千円）

－ － － △14,265 －

資本金　　 　 　　　　 （千円） 551,500 551,500 551,500 551,500 551,500

発行済株式総数　　 　　  （株） 9,150 27,450 27,450 27,450 27,450

純資産額　　　  　　　 （千円） 1,230,079 1,392,385 1,579,447 1,773,406 1,968,096

総資産額　　 　　　　  （千円） 2,429,186 2,531,664 2,829,481 3,095,408 3,324,638

１株当たり純資産額  　　 （円） 134,434.89 50,542.26 57,356.93 64,604.97 71,697.50

１株当たり配当額(うち１株当た
り中間配当額)   　　　　 （円）

－

(－)

900.00

(－)

1,200.00

(－)

2,000.00

(－) 

3,000.00

(－) 　

１株当たり当期純利益金額 （円） 22,415.56 5,730.63 7,714.67 7,586.89 9,577.94

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額　　  　　 （円）

－ － 7,714.11 － －

自己資本比率　　  　　　 （％） 50.6 55.0 55.8 57.3 59.2

自己資本利益率　 　 　　 （％） 19.0 12.4 14.6 12.4 14.1

株価収益率　　 　 　　　 （倍） 66.92 42.58 30.2 15.16 7.49

配当性向　　　　　　　   （％） － 15.7 15.6 26.4 31.3

営業活動による
キャッシュ・フロー　　 （千円）

237,413 143,258 358,903 153,300 428,868

投資活動による
キャッシュ・フロー　　 （千円）

△82,264 △6,306 △116,483 △108,059 9,739

財務活動による
キャッシュ・フロー　　 （千円）

269,827 △85,546 △88,656 △64,957 △54,596

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 838,851 890,256 1,044,020 1,024,304 1,408,315

従業員数

(外、平均契約社員数)　　 （人）

75

(31)

86

(40)

102

(50)

122

(55)

140

(55)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

　　記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第15期から第17期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりま
せん。第19期の持分法を適用した場合の投資利益については、平成20年３月31日付で関連会社でなくなった
ため記載しておりません。

４．第16期は平成16年11月19日付で、１株を３株とする株式分割を行っており、１株当たり当期純利益は当該株
式分割が期首に行われたものとして計算しております。

５．第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

６．第16期、第18期および第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有して
いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

 2/65



２【沿革】

会社設立の経緯及びその後の事業内容の変遷

　当社は、平成２年３月26日、米国の人材派遣会社キャリアブレイザーズ社が日本に進出する際に株式会社キャリア

ブレイザーズジャパンとして設立されました。同社の日本撤退にともない平成４年６月に「株式会社ペンタゴン」

に商号変更、その後平成５年７月に旧株式会社パソナ（注）が資本参加し、主にイベント要員の派遣やパート派遣

などの業務（ヒューマンスキル事業）を行っておりました。

　旧株式会社パソナよりWindowsレスキュー事業部及びMacレスキュー事業部の事業を引き継ぐ事を目的に、商号を

平成10年３月「株式会社パソナテック」に変更、同年８月15日付で営業譲渡を受け、ＩＴエンジニアに焦点を絞っ

た人材派遣会社として再出発し現在に至っております。

　従いまして、以下沿革に関しまして、営業譲受以前については当社前身である株式会社キャリアブレイザーズジャ

パン及び株式会社ペンタゴンの両組織の沿革に加え、旧株式会社パソナWindowsレスキュー事業部及びMacレス

キュー事業部に関する事業（文頭に※）について記載しております。
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  沿革

平成２年３月  米国の人材派遣会社キャリアブレイザーズ社が日本進出のため、東京都世田谷区に資本金7,000

万円で株式会社キャリアブレイザーズジャパン設立

平成２年５月  東京都中央区に本社を移転

平成４年６月  株式会社ペンタゴンに商号変更し、軽作業の業務請負を開始　

本社を東京都千代田区に移転

平成５年７月  旧株式会社パソナが資本参加、イベント要員の派遣やパート派遣業務を開始

平成６年１月  本社を東京都渋谷区広尾に移転

平成６年５月 ※ Windowsレスキュー事業部設立

平成７年８月 ※ 大阪本社内にWindowsレスキュー事業部設立

平成８年５月 ※ 東京及び大阪にMacレスキュー事業部設立

平成10年３月  ＩＴ分野に専門特化した派遣会社を目指し、株式会社パソナテックに商号変更

平成10年８月  一般労働者派遣事業の許可取得

旧株式会社パソナよりWindowsレスキュー事業部、Macレスキュー事業部の事業を譲受ける

旧株式会社パソナ大阪本社のWindowsレスキュー、Macレスキュー事業部を引継ぐ形で大阪府大

阪市北区に大阪支店開設

平成11年３月  ヒューマンスキル事業部（軽作業請負）を業務終了

平成11年11月  本社を東京都渋谷区初台に移転

平成12年１月  人材紹介事業の許可取得

平成13年１月  神奈川県横浜市中区に横浜支店開設

平成14年７月  中国上海市に上海駐在員事務所開設

平成14年12月  東京都中央区に銀座オフィス開設（平成16年４月銀座支店に名称変更）

平成15年６月  愛知県名古屋市中区に名古屋支店開設

平成15年９月  上海駐在員事務所閉鎖

平成16年３月  日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年４月  本社を東京都渋谷区道玄坂に移転

平成16年12月  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月  東京都港区に品川支店開設

平成17年４月  北海道札幌市中央区に札幌支店開設

平成18年２月  中国大連市にパソナテックコンサルティング（大連）有限公司を子会社として設立

平成18年４月  福岡県福岡市中区に福岡支店開設

平成18年５月  株式会社シーフォーテクノロジーと合弁で、情報セキュリティコンサルティングを行う、株式会

社シーフォー＆パソナテック　マネージメントサービスを設立

平成18年10月  愛知県豊田市に豊田支店開設

平成20年２月  上流エンジニアをターゲットとした「パソナテック　ITプレミアム」を開設　

平成20年３月  株式会社パソナの関係会社管理機能および一部事業を株式会社パソナグループに承継する会社

分割が行われたことにともない、株式会社パソナに代わり新たに株式会社パソナグループが当

社の主要株主である筆頭株主となる　

平成20年３月  アジア人エンジニアの活用インフラ拡充を図るため、ベトナム現地でソフトウェア受託開発を

行うC.S.Factory Co.,Ltd.の出資持分の全てを取得して子会社化

平成20年３月  株式会社シーフォー＆パソナテック　マネージメントサービス社株式の全てを売却

　（注）　株式会社パソナにつきましては、平成５年６月に株式会社テンポラリーセンターより株式会社パソナに商号変更

いたしましたが、同社は平成12年６月１日に人材派遣業務を関連会社であった株式会社パソナサンライズに営

業譲渡し、商号を株式会社南部エンタープライズに変更いたしました。同時に株式会社パソナサンライズは、株

式会社パソナに商号変更しております。よって、商号については現在の株式会社南部エンタープライズに商号

を変更する前の会社を「旧株式会社パソナ」と表記し、株式会社パソナサンライズから商号変更した会社を

「株式会社パソナ」と表記いたしております。
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３【事業の内容】

　当社は、ITエンジニア領域に特化した専門人材サービス、及びアウトソーシングサービスを行っており、首都圏をはじ
め、関西地区、中部地区、北海道地区および九州地区に拠点を開設して事業を展開しております。また、近年のIT業界お
よび製造業界での需要動向に応え、アジア人エンジニアの活用インフラの拡充を図るため、中国にパソナテックコン

サルティング（大連）有限公司（中国・大連市）、ベトナムにC.S.Factory Co., Ltd.（ベトナム・ホーチミン市）と、共
に当社が100%出資する子会社を所有しております。
　当社グループは、当社、子会社２社及び親会社で構成されており、当社はITエンジニア領域に特化した専門人材サービ
ス、及びアウトソーシングサービスを提供しております。また、子会社のパソナテックコンサルティング（大連）は、

中国国内で日系・欧米企業に対し技術者の採用コンサルティング及び研修事業を行っており、C.S.Factory Co., Ltd.は
ベトナム国内においてベトナム人エンジニアを正社員採用して教育し、日系の自動車関連企業や電機メーカー、IT企業
などからソフトウェア開発の仕事をアウトソーシングで請け負っています。

（事業系統図）

(1）人材派遣・請負事業
　当社の主な事業は人材派遣・請負事業であり、売上高に占める比率は第19期（自平成19年４月１日　至平成20年３
月31日）においては98.3%、第18期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）においては98.6%、第17期（自平成
17年４月１日　至平成18年３月31日）においては98.5%でした。最近は紹介予定派遣の伸びなどにより人材紹介事業
の比重が増加傾向にありますが、依然として人材派遣・請負事業は売上の大半を占める当社の中核事業です。

　人材派遣事業は、昭和61年施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関
する法律」（以下「労働者派遣法」という）に基づき、厚生労働大臣より一般労働者派遣事業の許可を受けて行っ

ております。

　人材派遣業務の特徴は、エンジニアの雇用者（当社）と使用者（派遣先企業）とが分離していることです。当社が

エンジニアを派遣する際、あらかじめ当社に登録したエンジニアの中から派遣先企業の希望する条件に合致するエ

ンジニアを選択・決定して、期間を定めて当社との間に雇用契約を締結した上で、派遣先企業へ派遣しております。

なお、派遣エンジニアは、派遣先企業において、派遣先企業の指揮命令を受けて業務に従事することになります。当

社、派遣先企業、派遣エンジニアの関係を図示すると、次のようになります。
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（人材派遣契約の場合）

　請負業務は、当社が企業から業務を委託され、エンジニアの業務遂行の指示その他の管理を当社が行い、仕事を完

成させるものです。当社はエンジニアとの間で期間を定めた雇用契約または業務請負契約を結びます。エンジニア

への指揮命令を当社が行う点が人材派遣事業とは異なります。主な例としては、コールセンター等でのテクニカル

サポート業務（顧客が提供する製商品・サービス等に対するユーザーからの電話・ファクシミリ・電子メール等

による各種技術的な問い合わせ・申込・クレーム等に対応する業務）の一括受託、企業システム・ネットワークの

運営管理、開発業務などです。当社、取引先企業、エンジニアの関係を図示すると、次のようになります。

（業務請負契約の場合）

　当社の人材派遣・請負事業における職種別内容は以下のとおりです。

①　ネットワークエンジニア

　主にネットワークセキュリティを含む企業内ネットワークの設計・構築・運用やヘルプデスク業務等を行うエ

ンジニアです。平成20年３月期の売上高は全売上高の32.5%を占めています。

②　ディベロッパー 

　主にシステムコンサルタント・企業向けシステム開発・アプリケーション開発を行うシステムエンジニア及び

プログラマー等です。平成20年３月期の売上高は全売上高の29.3%を占めています。

③　サポートエンジニア

　主にコールセンター等でテクニカルサポート業務を行うエンジニアです。平成20年３月期の売上高は全売上高

の18.3%を占めています。

④　クリエーター

　主にWebの企画・製作を行うWebディレクター・Webデザイナー等、Web関連エンジニアです。平成20年３月期の

売上高は全売上高の12.1%を占めています。

⑤　その他

　主にIT関連の研修・教育を行うトレーナー・インストラクター・デモンストレーター及び、設計・組込み系業務

を行うエンジニアリング系エンジニアです。平成20年３月期の売上高は全売上高の6.1%を占めています。
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(2）人材紹介事業

　人材紹介事業は、昭和22年施行の「職業安定法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受けてITエンジニアの有料職業

紹介を行うものです。

　当社では、人材派遣事業での登録エンジニア及び顧客を基盤とした紹介予定派遣（TTP：Temp to Perm）による人

材紹介が中心となっています。紹介予定派遣は、企業・派遣エンジニア双方が一定の派遣期間を経て、両社合意の上

で正式な雇用契約を行うもので、雇用契約前に相手の状況を確認できるため、双方の希望に応じた採用・就職を実

現することが可能となります。平成20年３月期の人材紹介事業売上高は全売上高の1.7%を占めています。

(3）派遣登録者の確保・維持について

　人材派遣事業では、登録エンジニアの確保・維持が非常に重要です。募集登録だけでなく、派遣中のエンジニアの

フォロー・未就業登録エンジニアとの定期的なコンタクトを行うことで、就業可能な登録エンジニアを最大限意地

・把握することが重要となります。

(a）募集

　当社では、当社ホームページサイトのコンテンツ拡充・検索/操作性向上などによるエンジニア集客、および各種

教育・セミナーの実施によるエンジニア集客、を主要なエンジニア獲得手段としています。募集施策の具体例は

以下のとおりです。

①　当社ホームページサイト上で、ITエンジニア自身がキャリアについて語り、シリコンバレー発の最新のキャリ

ア事情について触れることができるキャリアアップ情報サイトを運営

②　Webサイトの検索エンジン対策、操作性・閲覧性改善等への継続的な投資

③　派遣先企業との提携による研修・教育の実施

④　最新のIT技術や業界情報セミナーの開催

(b）登録

　エンジニアの登録にあたっては、当社では前述Webサイトを窓口としたオンライン登録システムを採用していま

す。また、オンライン登録したエンジニアが当社の紹介する仕事に応募する場合は、事前に当社に来社いただいて

来社登録手続きを行っていただいています。

　ITエンジニアの場合、仕事情報とのマッチング率を高めるためには、日々進歩・変容する技術分野を広範囲かつ

詳細に把握する必要があり、オンライン・来社登録の過程でエンジニアの保有スキル内容・職歴情報の把握をい

かに正確に行えるかが重要なポイントとなります。また、オンライン登録されたエンジニアのデータと仕事情報

を単にマッチングさせるのではなく、エンジニアのキャリアカウンセリングを踏まえたうえで行うことがエンジ

ニアを理解し、エンジニアとの信頼関係を構築するうえで重要であると考えています。このような背景から、来社

登録時には、①自己申告で入力されたオンライン登録情報についての確認、②専門カウンセラーによるキャリア

カウンセリング、③EQ（Emotional Quotient）テストの実施等を行うことで、マッチング率を高めています。

　また、ITエンジニアのスキルを正確に把握し、適切なキャリアカウンセリング・仕事紹介を行うために、経済産業

省が主導するITSS（ITスキル標準）のフレームワークに準拠し、平成17年8月PTSS（パソナテック・スキルスタ

ンダード）を開発して運用しています。これにより、エンジニアの経験・スキル・知識レベル等を客観的に把握

し、スキルマッピングすることが可能となっています。

　登録後、エンジニアはWebサイトを通じて自身のスキル情報や職歴をオンラインで随時更新することが可能であ

り、当社はエンジニアに対し情報更新を促すことで、常にエンジニアの最新情報を確認し、マッチング率を高める

よう努めています。

(c）就業中エンジニア及び未就業エンジニアのフォロー

　当社では、派遣就業しているエンジニアについて、当該契約後も継続的に当社で就業してもらうために、営業担

当者は、派遣期間中定期的にヒアリングを行い、派遣先における職場環境や就労条件改善に努めています。派遣契

約期間を終了するエンジニアに対しては、契約終了前に他の派遣先を紹介できるようコミュニケーションを集中

して行い、派遣契約終了直後に他の派遣先で就労できるよう努めることでエンジニアの安定就労に結びつけるこ

とができ、また当社にとってもエンジニアの獲得コスト低減につながるため、募集登録施策と同様に重要な施策

と位置づけています。

　また、未就業の登録エンジニアについては当社システムでコンタクト状況を一元管理しており、募集登録の担当

者が定期的に状況確認や仕事案内を実施するなど、登録エンジニアの近況把握と就業促進に努めています。
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４【関係会社の状況】

　 平成20年３月31日現在

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

親会社      

株式会社パソナグ

ループ

（注） 

東京都千代田区 5,000

人材ビジネスに関

連する事業等を営

む会社の株式を所

有することによる

当該会社の事業活

動の支配及び管理

等

60.87
役員の兼任１名

　

　　（注）株式会社パソナグループは、有価証券報告書提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　当社の従業員数を示すと次のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業部門別 従業員数 （人）

人材派遣・請負事業 118　 (44)

人材紹介事業 7　 (2)

管理部門 15　 (9)

合計 140　 (55)

　（注）　従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、契約社員等については年間の平均人員を（　）

内に外数で記載しております。

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

140（55）　     30.7才 　   3.0年 4,624,246

　（注）１．従業員数は就業人員であり、契約社員等については年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

２．従業員数は、前期末に比較して18名増加しております。これは、主に新卒社員の採用及び契約社員等からの雇

用区分の変更等によるものです。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合はありません。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

　記載金額には消費税等は含まれておりません。

(1）業績

　当期においては、景気は回復の度を緩め、企業収益が弱含むなど、先行き不透明感が増しました。

当社では、エンジニアの募集・人材育成・処遇改善施策を継続、拡大し、企業のエンジニア需要に応えてまいりました

結果、エンジニアの月平均稼働人数は1,863人（前期比8.7%増）、売上高は11,337,365千円（前期比8.8%増）となりまし

た。

以下、当期業容拡大の主な要因を記載いたします。

　① エンジニアの新規登録　『35%アップ』

売り手市場の労働市場において、より多くのITエンジニアに派遣登録していただくため、当社Webサイトのコンテンツ

拡充・検索/操作性向上などによるエンジニア集客、および各種教育・セミナー実施によるエンジニア集客、などに注

力しました。具体的な施策例は以下のとおりです。

ア） 当社Webサイト上で、ITエンジニア自身がキャリアについて語り、シリコンバレー発の最新キャリア事情につい

て触れることができるキャリアアップ情報サイトを運営

イ） Webサイトの検索エンジン対策、操作性・閲覧性改善への継続的な投資

ウ） 派遣先企業との提携による研修・教育の実施

エ） 最新のIT技術や業界情報セミナーの開催

これら施策の効果により、当期において当社Web上で登録手続きをしていただいたエンジニアは前期比で35%増とな

り、月間登録者数500人の水準まで高めることができました。

　② 戦略顧客との取引　『25%アップ』

ITエンジニアの適材適所を進めるため、エンジニアが働きたくなる最先端の技術を持った会社や、安心して働ける就労

環境を持った会社との結びつきを強化しました。

これら戦略顧客に対しては、単なる営業取引にとどまらず、会社の人材育成・活用戦略に積極的に関わり、協力して募

集活動を行い、セミナー・研修を共催するなどした結果、取引先上位30社の売上高前期比は25%増となりました。

　③ 新料金体系浸透　『1.7%アップ』

ITエンジニアの公正な処遇を進めるため、経済産業省が推奨するITスキル標準に準拠した独自のスキル体系を構築、こ

れに対応した新給与体系の適用浸透に努めました。この結果、当期は企業への請求単価を前年同期比で1.6%、エンジニ

アへの給与支払単価を前年同期比で1.7%、平均して引き上げることができました。

　④ 人材紹介事業の拡大

収益性の高い人材紹介事業の拡大により、同事業売上高が全社売上高に占める割合が高まりました。これにより、人材

派遣・請負事業における社会保険料負担増加の影響を概ね吸収し、全体の粗利率は前期と同水準の23.5%となりまし

た。

 〔売上の内訳〕

　売上の内訳では、人材派遣・請負事業が11,147,246千円（前期比8.5%増）、人材紹介事業は190,119千円（前期比34.7%

増）となりました。

　人材派遣・請負事業においては、全般に企業のIT人材需要が強いなか、ネットワーク構築・運用を行うネットワーク

エンジニア部門では、企業ニーズと当社に登録するエンジニア層とが重なる割合が比較的高く、資格取得支援などの

エンジニア育成策を積極的に進めたこともあり、部門売上高が3,690,847千円（前期比11.2%増）となりました。また、

ITサービス企業や一般事業会社のITサービス部門などでの需要拡大を背景としてWeb制作などを担うクリエーター部

門の売上高が1,368,037千円（前期比13.9%増）となり、ディベロッパー部門ではプロジェクトマネージャーやソフト

ウェア開発に加え、製品の評価・検証を行うエンジニア需要が伸び、部門売上高は3,322,191千円（前期比5.9%増）と

なりました。このほか、サポートエンジニア部門の売上高が2,070,802千円（前期比3.4%増）、その他部門の売上高が

695,367千円（前期比12.8%増）となるなど、全部門で増収を果たすことができました。

　人材紹介事業においては、エンジニアのキャリアに多様な選択肢を提供するため、既存登録者のうち正社員志向エン

ジニアの早期状況把握に注力したことなどにより、売上高190,119千円（前期比34.7%増）と大幅な売上増加を達成す

ることができました。

 〔利益の状況〕

　人材派遣・請負事業の粗利率は、当社の加入する健康保険組合の保険料率変更、および毎年の厚生年金保険料の料率

変更などにより、社会保険料負担率は前年同期比で0.5%上昇しましたが、収益性の高い人材紹介事業が伸びたことで

負担増加分を吸収し、全社の粗利率は23.5%と前期なみとなりました。

販管費では、エンジニアの募集・育成強化施策に積極的に投資しましたが、生産性を高めることで人件費の増加を抑

えるなど、その他経費のコントロールに努めました。

この結果、営業利益は488,092千円（前期比38.1%増）、経常利益は498,245千円（前期比35.8%増）、当期純利益は
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262,914千円（前期比26.2%増）と大幅な増益を果たすことができました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少、税引前当期純利益の増加等

により、前事業年度末に比べ384,011千円（前期比37.5％）増加し、当事業年度末には1,408,315千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は428,868千円（前期比179.8％増）となりました。これは主に税引前当期純利益が

465,116千円、売上債権の減少額が81,752千円、法人税等の支払額が257,683千円であったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は9,739千円（前期は108,059千円の使用）となりました。これは主に投資有価証券の売

却による収入が66,240千円、敷金及び保証金差入による支出が18,552千円、有形固定資産の取得による支出が14,261千

円、無形固定資産の取得による支出が13,137千円であったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は54,596千円（前期比15.9％減）となりました。これは配当金の支払いによる支出

54,596千円によるものです。 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び受注実績

　当社は、人材派遣・請負、人材紹介などのサービス提供を業務としておりますので、該当事項はありません。

(2）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別
当事業年度

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

構成比（％）
前期比

増減率（％）

人材派遣・請負事業    

ネットワークエンジニア　（千円） 3,690,847 32.5 11.2

ディベロッパー　　　　　（千円） 3,322,191 29.3 5.9

サポートエンジニア　　　（千円） 2,070,802 18.3 3.4

クリエーター　　　　　　（千円） 1,368,037 12.1 13.9

その他　　　　　　　　　（千円） 695,367 6.1 12.8

  　　　　　　計　　　　　（千円） 11,147,246 98.3 8.5

人材紹介事業　　　　　　　（千円） 190,119 1.7 34.7

　　　　　　 合計　　　　 （千円） 11,337,365 100.0 8.8

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。

３【対処すべき課題】

　ITエンジニアに関わる人材サービスを提供する者として中長期で成長を続けるために、コンプライアンスを徹底するこ

とでサービス品質を高く維持し、これによりエンジニアに安心して就労していただき、顧客に信頼される事業者である

ことが重要であると考えています。

　当社は、今後想定される、派遣事業に係る社会保険料の負担増加や、労働者派遣法および関連法規の改正等に伴うコン

プライアンスコスト増加等を、事業規模拡大と付加価値の向上、生産性の改善で吸収して適正利益を確保していくこと

を目指します。

　そのうえで、当社はエンジニアの更なる処遇改善と満足度向上に継続して取り組むことで、当社に登録するエンジニア

のキャリアアップと地位向上を目指してまいります。

４【事業等のリスク】

　企業の直面する様々な課題のなかでも、コンプライアンス上のリスクへの取り組みは企業の根幹であると考えてい

ます。当社では、基本的な行動規範から業務を行うにあたっての遵守事項、社会貢献に対する考え方などをとりまとめ

たコンプライアンスマニュアルを制定して全社員に周知徹底しています。また、組織横断的にコンプライアンス委員

会を設置して法令順守状況を随時モニタリングし、機動的な施策が打てる体制を整えており、これら施策により役職
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員のコンプライアンス意識を常に高いレベルに保つよう取り組んでいます。

　以下においては、コンプライアンス上のリスクを含め、当社事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられ

る主な事項を記載しています。主だったリスク要因は当社のコントロール範囲内と認識していますが、本株式に関す

る投資判断は、以下の事項及び本稿以外の記載事項を慎重に判断したうえで行われる必要があると考えられます。　　　

　　　　　

　また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスクを網羅することを意図したものではないことにご留意くださ

い。

　また、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要と考えら

れる事項については投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しており、当社はこれらのリスクの発生可能性

を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努めています。

（１) 法的規制について

 〔人材派遣事業〕

　当社の主な事業である人材派遣事業は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等

に関する法律」（以下、労働者派遣法）に基づき、主として一般労働者派遣事業（登録型の人材派遣事業）として厚

生労働大臣の許可を取得して事業を行っています。労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、

派遣事業を行うもの（派遣元事業主）が、派遣元事業主としての欠格事由に該当したり、法令に違反した場合には、事

業許可の取り消し、または業務の停止を命じる旨を定めています。当社では、社員教育の徹底、内部監査等による関連

法規の遵守状況モニター、取引先の啓蒙などにより、法令違反等の未然防止に努めていますが、万一当社役職員による

重大な法令違反等が発生し、事業許可の取り消し、または、業務停止を命じられるようなことがあれば、一般労働者派

遣事業を行えなくなることが考えられます。

　また、当社が派遣している職種はそのほとんどが政令26業務（平成11年12月の労働者派遣法改正前から派遣が認め

られていた26の専門的業務）に該当しておりますが、一部自由化業務（平成11年12月の労働者派遣法改正により認め

られた業務）に該当する派遣取引があり、自由化業務については原則1年を超える期間、派遣就業の場所ごとにおける

同一の業務について、派遣会社から継続して労働者派遣を受け入れてはならないことになっており、派遣会社側もそ

のような派遣を行わないように定められております。派遣会社は派遣期間の制限に違反することとなる日の前日まで

に派遣先と派遣エンジニアに派遣停止を通知し、派遣先が派遣期間の制限日を超えて当該派遣エンジニアを引き続き

使用する場合は、派遣先による雇用契約の申込が義務付けられています。

　政令26業務については上記のような派遣期間の制限はありませんが、3年を超えて同一の派遣エンジニアを受け入れ

ている派遣先が、当該業務でエンジニアを雇い入れようとするときは、当該3年を超えて受け入れている派遣エンジニ

アを優先雇用すべく、派遣先による雇用契約の申込が義務付けられています。

　労働者派遣法及び関連諸法令については、労働市場をとりまく状況の変化等に応じて今後も適宜改正が予想され、そ

の変更内容によっては現在の業務が影響を受ける場合があると考えられます。

〔人材紹介事業〕 

　当社の人材紹介事業は、昭和22年施行の職業安定法の適用を受けており、当社は手数料を徴収して職業紹介事業を行

うことのできる有料職業紹介事業者として厚生労働大臣から許可を得ています。

　有料職業紹介事業許可の欠格事由については職業安定法に定められており、当社は適法に事業を行っています。しか

しながら、万一当社役職員による重大な法令違反等が発生し、事業許可の取り消し、または、業務停止を命じられるよ

うなことがあれば、有料職業紹介事業を行えなくなる可能性があります。

　また、平成12年12月の人材派遣事業と人材紹介事業の兼業規制に関する緩和により、いわゆる紹介予定派遣が可能と

なっており、平成16年3月には紹介予定派遣の位置づけの明確化と、事前特定行為等禁止の適用除外等について労働者

派遣法が改正・施行されました。労働市場をとりまく状況の変化等に応じて今後も適宜改正が予想され、その変更内

容によっては現在の業務が影響を受ける場合があると考えられます。

（２) 個人情報の管理について

　当社は、人材派遣・請負事業などの人材関連事業を行い、派遣登録者や職業紹介希望者の個人情報をお預かりしてい

ることから、当社では個人情報保護方針を制定し、社内外に公開しております。また、同方針に基づき個人情報保護規

程を作成し、機密保持に関する規定や業務に関して遵守すべきことを体系的に整備、あわせて組織横断的に情報セ

キュリティ委員会を設置して、遵守状況をモニタリングし、定期的な情報セキュリティ研修等を通じて役職員の意識

レベル向上に努めています。

　また、当社の派遣エンジニアが顧客企業の企業機密や個人情報に触れるケースがあることから、派遣エンジニアにつ

いても情報セキュリティ意識を高めていただくことが重要であると考えており、情報セキュリティｅ－ラーニングシ

ステムを独自に開発して運用しております。

　しかしながら、上記のような施策にもかかわらず、役職員や当社から派遣中のエンジニアによる規程遵守違反、個人

情報の漏洩や不正使用などの事態が生じた場合、当社企業イメージの悪化等により、当社の事業運営に重大な影響を

与える場合があると考えられます。 

 （３) 社会保険について

　当社では、社会保険加入対象となる派遣エンジニアの完全加入を徹底しています。社会経済情勢の変化等によって、

社会保険制度の改正が行われ、保険料率や被保険者の範囲などに変更がある場合には、当社の業績が影響を受けるこ
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とがあると考えられます。

 （４) 派遣・請負スタッフに関する業務上のトラブルについて

　当社および当社で就労中のエンジニアは、その職務遂行に際して、エンジニアの過誤・意図的な行為による事故、顧

客企業との契約違反、不法行為、等により訴訟の提起・賠償請求を受ける可能性があります。これらの訴訟の内容、賠

償請求額によっては、当社の業績に影響を与えることが考えられます。

 （５) M&Aを含む、新規事業投資について

　当社は、『ITエンジニアのキャリア創造カンパニー』としてキャリアプラットフォームの拡充を図るため、グローバ

ル展開地域、職域、サービス領域等を拡大する新規事業投資を行っております。今後についても、エンジニアや顧客企

業の多様なニーズに応じた新規事業投資に積極的に取り組んでいく考えですが、それらの投資が必ずしも期待した収

益を生まない場合もありえ、このような場合には業績に影響を与える可能性があります。

 （６）親会社グループとの関係について

   ①グループ内での当社の位置づけ

　当社の親会社株式会社パソナグループは、人材ビジネスに関連する事業等を営む会社の株式を所有し、当該会社の事

業活動を支配および管理する持株会社であり、当社はグループ企業として一定のルールに基づき親会社の所有する商

標を使用しています。親会社グループのうち国内において人材派遣・請負事業を行っている会社は18社あり、その中

でも当社はITエンジニアリングの領域に特化して、主に高度な技術知識を必要とするエンジニアの人材派遣・請負事

業等を行う戦略子会社として位置づけられており、ほかのグループ各社とは職種やスキルレベルにより事業区分が行

われています。

　当社の取締役4名のうち1名は親会社の取締役を兼任しており、監査役3名のうち1名は株式会社パソナ（株式会社パ

ソナグループが100%出資する子会社）に在籍していますが、ともに人材派遣事業に関する見識・経営管理に関する助

言を得ることを目的に当社からの要請に基づいた人事であり、当社は独自の経営判断が行える状況にあると考えてい

ます。

　また、当社と親会社およびグループ各社との間には、派遣・請負取引や、一部店舗の賃借取引、商標使用許諾に係る取

引、等がありますが、いずれも当社の事業方針や事業基盤の根幹に影響を与えるものではないと考えています。

　②株式会社パソナグループとの取引

　株式会社パソナグループとの取引につきましては、「第一部企業情報　第５経理の状況　１財務諸表等　関連当事者と

の取引」をご参照下さい。

　③その他のパソナグループ会社との取引

　当期におけるその他のパソナグループとの取引については、次のとおりです。

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

エンジニアの派遣 171,061
売掛金　

未収入金

16,798

2,104

請負外注 105,719 買掛金 6,005

事務所の賃借 37,341 敷金・保証金 30,941

派遣スタッフの受入 48,528 未払費用 1,503

社員採用コンサルティング手数料 3,124 未払金　 11,126

社内事務委託 58,325 仮払金 60

　④人的関係について

　平成20年３月31日現在当社の役員のうち取締役１名は株式会社パソナグループの役員を兼任しております。該当者

の株式会社パソナグループにおける役職は以下のとおりです。

当社における役職 氏　名  株式会社パソナグループにおける役職

 取締役（非常勤） 　南　部　靖　之 　代表取締役グループ代表兼社長
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５【経営上の重要な契約等】

　（1）当社は外部に委託して制作した人材派遣管理システムの著作権を保有していますが、同人材派遣管理システム

の使用権をＮＴＴファイナンス株式会社（旧エヌ・ティ・ティ・リース株式会社）に譲渡する一方、同社とプログラ

ム・プロダクトリース契約を締結することによって同人材派遣管理システムを利用しております（セールス・アン

ド・リースバック取引）。なお、当該物件につきましては平成19年２月28日をもって基本リース期間が満了いたしま

したが、その後も引き続き再リース契約により利用しております。

　（2）当社はユーザーに対し情報セキュリティ・コンサルティングを、ワンストップにて提供することを目的として

平成18年５月29日に株式会社シーフォーテクノロジー社と合弁で株式会社シーフォー＆パソナテック　マネージメン

トサービスを設立いたしましたが、平成20年３月31日付で当社保有の株式会社シーフォー＆パソナテック　マネージ

メントサービス社株式の全てを株式会社シーフォーテクノロジー社へ売却いたしました。

　（3）当社はアジア人エンジニアの活用インフラ拡充を図るため、平成20年３月19日付で、ベトナム現地でソフト

ウェア受託開発を行うC.S.Factory Co.,Ltd.の出資持分全てを取得いたしました。

相手先 時期 内容

株式会社シーエスシステム

ズ
 平成20年３月19日

商号

C.S.Factory Co.,Ltd.

資本金　US10万ドル

出資比率　当社100％

事業内容

ソフトウェア開発

設立日　平成16年２月４日

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりです。

なお、本文中将来に関する事項については有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、多分に不確定な

要素を含んでおります。従いまして実際の業績や財政状態等は、業況の変化などにより、本文に記載されている予想と

は異なる場合があります。

(1)　重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財

務諸表の作成にあたっての会計基準は、「第５　経理の状況 １財務諸表等」の「重要な会計方針」に記載のとおりで

す。

(2)　当事業年度の経営成績の分析 

　
第18期

（平成19年３月期）

第19期

（平成20年３月期）
差異 増減率

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） ％

　売上高 10,416,235 11,337,365 921,130 8.8

　売上原価 7,964,151 8,675,094 710,942 8.9

　販売費及び一般管理費 2,098,698 2,174,179 75,481 3.6

　営業利益 353,385 488,092 134,706 38.1

　営業外損益 13,459 10,153 △3,306 △24.6

　経常利益 366,845 498,245 131,399 35.8

　特別損益 △4,088 △33,128 △29,039 －

　税引前当期純利益 362,756 465,116 102,360 28.2

　当期純利益 208,260 262,914 54,654 26.2

　当事業年度の売上高は、前期比921,130千円増の11,337,365千円となりました。

　コア事業の人材派遣・請負事業において、派遣稼働者数が増加したこと、及び派遣請求単価が上昇したことなどによ

り、同事業部門の売上高が872,136千円増となったことが増収の主な要因です。

　利益面では、人材派遣・請負事業の粗利率は、当社の加入する健康保険組合の保険料率変更および毎年の厚生年金保

険料の料率変更などにより、社会保険料負担率は前期比で0.5%上昇しましたが、収益性の高い人材紹介事業が伸びた

ことで負担増加分を吸収し、全社の粗利率は23.5%と前期なみとなりました。

　販売費及び一般管理費では、エンジニアの募集・育成強化施策に積極的に投資しましたが、生産性を高めることで人

件費の増加を抑えるなど、その他経費のコントロールに努めました。

　この結果、営業利益は前期比134,706千円増の488,092千円となりました。

　当事業年度の経常利益は、前期比131,399千円増の498,245千円となりました。

　営業外収益に支店移転に伴う補償金収入7,098千円を計上しております。

　また、特別損益では、資本業務提携目的で保有していた株式の評価損10,065千円、売却損9,674千円、不要資産の除却損

10,175千円、遊休資産の減損損失4,341千円を特別損失に計上しました。

　以上の結果、当事業年度の当期純利益は、前期比54,654千円増の262,914千円となりました。

(3)　　財政状態の分析

  当事業年度末の資産につきましては、3,324,638千円となり、前事業年度末と比べ229,230千円（前期比7.4％）の増加

となりました。その主な要因は現金及び預金の増加等により流動資産が238,073千円増加したことによるものでありま

す。負債につきましては、1,356,541千円となり、前事業年度末と比べ34,540千円（前期比2.6％）の増加となりました。

その主な要因は未払金の増加等により流動負債が30,953千円増加したことによるものであります。純資産につきまし

ては、1,968,096千円となり、前事業年度末と比べ194,689千円（前期比11.0％）の増加となりました。主な要因は当期純

利益の増加により利益剰余金が208,014千円増加したことによるものであります。

(4)　　資本の財源及び資金の流動性の分析

　　　キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フローが428,868

千円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが9,739千円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローが54,596千

円の支出となったことにより、前事業年度末に比べ384,011千円増加し当事業年度末の資金残高は1,408,315千円（前期

比37.5％増）となりました。

　キャッシュ・フローの分析の詳細につきましては、「第一部　企業情報　第２事業の状況　１業績等の概要（2）

キャッシュ・フロー」をご参照下さい。
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 (キャッシュ・フローの指標)

 
第15期

平成16年３月期

第16期

平成17年３月期

第17期

平成18年３月期

第18期

 平成19年３月期

 第19期

 平成20年３月期

株主資本比率（％） 50.6 55.0 55.8 57.3 59.2

時価ベースの株主資本比率（％） 565.0 264.6 226.0 102.0 59.2

債務償還年数（年） 0.7 0.7 0.1 0.0 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
50.7 59.0 262.8 351.3 2,004.6

（注） １．株主資本比率：株主資本／総資産

　　　　　 時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　　 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。

※営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

　ります。

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

　ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度における設備投資総額は50,138千円であります。その主なものは事務所増床に伴う敷金及び造作等で

32,461千円であります。

２【主要な設備の状況】

当社は、国内に本社及び支店を９ヶ所有しております。

以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物（千円）
器具及び備品
（千円）

ソフトウェア
（千円）

その他
（千円）

合計（千円）

本社

（東京都渋谷区）
営業、統括業務施設 18,433 14,177 17,856 84,525 134,992

77

(46)　

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、契約社員等については年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

３．本社事業所は賃借しており、その賃借料は74,817千円であります。

４．帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェア仮勘定および敷金及び保証金であります。

５．上記に記載したものには、以下のリース設備が含まれております。

器具及び備品 1,897千円

６．上記に記載したもののほか、主な賃借設備の内容は下記のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
台数
（台）

リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

本社

（東京都渋谷区）

ネットワーク用サーバー他 10 ５ 3,762 5,700

人材派遣管理システム用サー

バー
1 ５ 10,106 10,106

 
人材派遣管理システム用サー

バー
3 １ 221 －

７．本社は、人材派遣・請負事業部門、人材紹介事業部門及び管理部門で使用しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　重要な設備の新設、除却は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等

　　　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000

計 96,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,450 27,450 ジャスダック証券取引所 －

計 27,450 27,450 － －

 (注）提出日現在発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年６月25日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）　　　　　　　　　　（注）１. 838 835

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 838 835

新株予約権の行使時の払込金額（円） 345,285 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年11月19日

至　平成26年６月24日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

345,285

172,643
同左
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要

す。ただし、当社の取締役もし

くは監査役を任期満了により

退任した場合、定年退職その他

正当な理由がある場合にはこ

の限りではない。

②新株予約権行使日の前日の

ＪＡＳＤＡＱ市場における当

社株式の終値が、1株当たりの

払込金額の１.5倍以上である

ことを要する。

③新株予約権の質入その他の

処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使でき

るものとする。ただし⑤に規定

する「新株予約権割当契約」

による。

⑤この他の条件は、当社と新株

予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」の定

めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、

取締役会の決議を必要とす

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

（注）１．平成16年６月25日開催の第15期定時株主総会において承認された新株予約権の数は300個ですが、平成16年11

月19日付で１株を３株とする株式分割を行っているため、新株予約権の数は900個に調整されております。

２．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所

における当社普通株式の最終価格（以下最終価格という）の平均に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は

切り上げる。ただしその価額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近の終

値）を下回る場合には、新株予約権発行の日の終値とする。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合には次の式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額での新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝
調 整 前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数

②　平成17年６月28日定時株主総会決議
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）　　　　　　　　　　（注） 246 244

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 246 244

新株予約権の行使時の払込金額（円） 231,578 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月29日

至　平成22年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

231,578

115,789
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要

す。ただし、当社の取締役もし

くは監査役を任期満了により

退任した場合、定年退職その他

正当な理由がある場合にはこ

の限りではない。

②新株予約権の質入その他の

処分は認めない。

③新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使でき

るものとする。ただし④に規定

する「新株予約権割当契約」

による。

④この他の条件は、当社と新株

予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」の定

めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、

取締役会の決議を必要とす

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

 （注）

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額での新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝
調 整 前
払込金額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年10月15日

（注）１
150 8,150 11,250 411,250 11,250 11,369

平成16年３月９日

（注）２
1,000 9,150 140,250 551,500 187,000 198,369

平成16年11月19日

（注）３
18,300 27,450 ― 551,500 ― 198,369

　（注）１．有償第三者割当

発行価格　　　　　　　150,000円

資本組入額　　 　　　　75,000円

割当先　パソナテック社員持株会

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行株数　　　　　　　　1,000株

発行価格　　　　　　　327,250円

資本組入額　　　　　　140,250円

払込金総額　　　　　327,250千円

３．１株を３株とする株式分割によるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 3 11 22 2 1 1,740 1,780 ―

所有株式数

（株）
6 38 273 16,975 2 3 10,153 27,450 ―　

所有株式数の

割合（％）
0.02 0.14 0.99 61.84 0.01 0.01 36.99 100.00 ―

 (注）「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

 株式会社パソナグループ  東京都千代田区丸の内１丁目５－１ 16,710 60.87

 森　本　宏　一  東京都練馬区 410 1.49

 高　重　幸　平  神奈川県平塚市 410 1.49

 小　菅　清　彦  千葉県木更津市 333 1.21

 パソナテック社員持株会  東京都渋谷区道玄坂１丁目１２－１ 326 1.19

 吉　田　文　夫  静岡県浜松市中区 302 1.10

 杉　林　信　吾  大阪府吹田市 294 1.07

 角　谷　哲　生  東京都練馬区 185 0.67

 野　田　勝　利  愛知県江南市 150 0.55

 和　気　正　真　  香川県仲多度郡多度津町 105 0.38

計 － 19,225 70.04

　（注）１．前事業年度末現在主要株主であった株式会社パソナは、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

２．前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社パソナグループは、当事業年度末では主要株主になっており

ます。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　27,450 27,449 －

端株 － － －

発行済株式総数 27,450 － －

総株主の議決権 － 27,449 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の失念株式が１株含まれております。尚、「議

決権の数」欄には、当該失念株の議決権の数１個は含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

①（平成16年６月25日定時株主総会決議）

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な発行条件をもっ

て新株予約権を発行することを特別決議されたものです。

 決議年月日  平成16年６月25日

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社の取締役（５名）及び従業員（80名）

 新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

 株式の数（株）  同上

 新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上

 新株予約権の行使期間  同上

 新株予約権の行使の条件  同上

 新株予約権の譲渡に関する事項  同上

 代用払込みに関する事項  ―

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

②（平成17年６月28日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な発行条件

をもって新株予約権を発行することを特別決議されたものです。 

 決議年月日  平成17年６月28日

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社の取締役（５名）及び従業員（29名）

 新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

 株式の数（株）  同上

 新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上

 新株予約権の行使期間  同上

 新株予約権の行使の条件  同上

 新株予約権の譲渡に関する事項  同上

 代用払込みに関する事項  ―

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、年１回以上の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、株主総会決議に基づく期末配当のほか、毎年９

月30日を基準日として取締役会決議によって中間配当を行う旨を定款に定めておりますが、これまでは期末に１回配

当を行い、中間配当は行っておりません。

　当社は、継続的かつ安定的な利益還元に配慮したうえで積極的に株主還元を行っていく考えです。当期については、当

社内部留保の充実状況と当期の利益水準を勘案し、期末株主に対する１株あたり配当を、前期2,000円に対し1,000円の

増配とし3,000円としました。今後の配当につきましては、安定配当を基本的な考え方とし、配当性向、及び内部留保資金

の状況を勘案のうえ、中期的な企業価値を高めるよう総合的に判断していきます。

　内部留保資金については、今後の事業規模拡大に必要となる店舗投資やIT投資、M&A投資および経常の運転資金増加

に備えて、有効投資していきたいと考えています。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額(千円） １株当たり配当額（円）
 平成20年６月25日
定時株主総会決議

82,350 3,000

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 1,600,000
□　396,000

  　2,680,000
294,000 238,000 132,000

最低（円） 996,000
□　210,000

980,000
180,000 102,000 67,500

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本

　証券業協会の公表のものであります。

　なお、平成16年３月19日付をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価につ

　いては該当事項はありません。

２．□印は、株式分割（平成16年11月19日付、１株を３株に分割）による権利落ち後（基準日平成16年９月30

日）の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 125,000 105,000 95,500 88,900 79,700 90,800

最低（円） 96,300 91,100 85,100 70,000 70,300 67,500

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

代表取締役社長

兼事業戦略本部

長

森本　宏一 昭和40年７月３日生

平成元年４月 株式会社テンポラリーセンター

（旧株式会社パソナ、現株式会社

南部エンタープライズ）入社

平成６年５月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テ

ンポラリーセンター、現株式会社

南部エンタープライズ）Windows

レスキュー事業部設立ジュニアマ

ネージャー

平成10年２月 同社シニアディレクター

平成10年３月 当社取締役

平成10年８月 当社常務取締役

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南

部エンタープライズ）退社

　 当社代表取締役社長

平成20年６月 当社代表取締役社長兼事業戦略本

部長（現任）　

注３ 410

取締役

業務・人事・

IT担当兼人事

部長

吉永　隆一 昭和44年２月19日生

平成３年４月 株式会社テンポラリーセンター

（旧株式会社パソナ、現株式会社

南部エンタープライズ）入社

平成８年６月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テ

ンポラリーセンター、現株式会社

南部エンタープライズ）Windows

レスキュー事業部ジュニアマネー

ジャー

平成10年８月 当社Windowsレスキュー事業部出

向

平成11年９月 当社営業本部長

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南

部エンタープライズ）退社

　

平成16年４月 

当社取締役営業本部長

当社取締役事業推進本部長兼本店

営業部長兼名古屋支店長兼ＩＴ

サービス事業部長

平成17年４月 当社取締役営業本部長

平成18年４月 当社取締役事業企画・キャリアサ

ポート・業務担当 

平成19年６月 当社取締役事業企画・キャリアサ

ポート・業務・管理・人事・IT担

当兼人事部長 

平成19年７月 当社取締役事業企画・キャリアサ

ポート・業務・人事・IT担当兼人

事部長 

平成20年６月 当社取締役業務・人事・IT担当兼

人事部長（現任） 

注３ 93
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

営業・事業企

画・キャリア

サポート・Ｃ

Ｓ担当、海外

事業部長兼事

業戦略本部副

本部長

加藤　直樹 昭和43年３月27日生

平成２年４月 株式会社テンポラリーセンター

（旧株式会社パソナ、現株式会社

南部エンタープライズ）入社

平成７年６月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テ

ンポラリーセンター、現株式会社

南部エンタープライズ）Macレス

キュー事業部ジュニアマネー

ジャー

平成10年８月 当社Macレスキュー事業部出向

平成11年９月 当社スタッフィング本部長

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南

部エンタープライズ）退社

 当社取締役スタッフィング本部長

平成13年４月 当社取締役マーケティング本部長

平成14年４月

平成16年４月

当社取締役ＨＲ本部長

当社取締役業務本部長兼事業推進

副本部長 

平成17年４月 当社取締役専門事業本部長兼業務

本部長

平成18年４月 当社取締役営業担当 

平成20年１月 当社取締役営業担当兼海外事業部

長 

平成20年６月 当社取締役営業・事業企画・キャ

リアサポート・ＣＳ担当、海外事

業部長兼事業戦略本部副本部長

（現任） 

注３ 90

取締役  ― 南部　靖之 昭和27年１月５日生

昭和51年２月 株式会社マンパワーセンター（現

株式会社南部エンタープライズ）

設立

 同社専務取締役

平成３年４月 株式会社テンポラリーセンター

（旧株式会社マンパワーセン

ター）代表取締役

平成４年３月 株式会社パソナ（旧株式会社パソ

ナサンライズ）代表取締役

平成５年12月 当社代表取締役

平成11年４月 株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南

部エンタープライズ）代表取締役

社長

平成11年10月 当社取締役退任

平成12年６月 株式会社パソナ代表取締役グルー

プ代表

平成15年１月 当社取締役（現任）

 株式会社関東雇用創出機構代表取

締役会長

平成16年８月 同社代表取締役グループ代表兼社

長営業総本部長

平成19年12月 株式会社パソナグループ代表取締

役グループ代表兼社長（現任）

株式会社パソナ代表取締役（現

任）

注３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 ― 遠藤　恵美子 昭和26年３月28日生

昭和55年11月 株式会社テンポラリーセンター

（現株式会社南部エンタープライ

ズ）入社

平成11年10月 同社総務経理本部財務経理部（東

京）理事

平成13年６月 株式会社パソナ（旧株式会社パソ

ナサンライズ）経理部長

平成18年６月 同社執行役員経理部長

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

注４ －

監査役 ― 渡辺　謙 昭和21年５月20日生

昭和45年４月 株式会社富士銀行（現株式会社み

ずほコーポレート銀行）入行

平成４年５月 同行川崎支店長

平成６年10月 富士証券株式会社（現みずほ証券

株式会社）取締役営業本部長

平成７年６月 同社常務取締役

平成８年５月 株式会社富士銀行（現株式会社み

ずほコーポレート銀行）新宿新都

心営業部長兼新宿新都心支店長

平成11年７月 同行人事部本店審議役

平成12年６月 株式会社パソナ（旧株式会社パソ

ナサンライズ）取締役財務経理本

部長

平成12年８月 同社専務取締役財務経理本部長

平成14年６月 同社専務取締役法務室長

平成14年６月 当社監査役（現任）

平成15年７月 株式会社パソナ専務取締役

平成16年８月 株式会社パソナ取締役専務執行役

員財務部・経理部・総務部・法務

室担当

平成18年６月 同社取締役専務執行役員

平成18年７月 同社取締役専務執行役員情報シス

テム部・情報管理部担当 

平成19年８月 同社特別顧問就任（現任） 

注５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 ― 藤池　智則 昭和42年９月18日生

平成12年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

堀裕法律事務所(現堀総合法律事

務所）入所（現在に至る）

平成15年６月 当社監査役

平成16年６月 当社監査役辞任

平成19年６月  当社監査役（現任）

注４ －

    計 　 593

（注）１．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 　　 ２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しており

          ます。

          補欠監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

 川崎　悦道 昭和28年１月８日生

昭和51年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほコー

ポレート銀行）入行 

平成12年１月 同行本店国際業務部副部長兼海外研修室長 

平成13年６月 IBJ Australia Managing Director 

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行シドニー支店

長 

平成16年４月  興銀リース株式会社営業第２部長（出向）  

平成16年８月   株式会社パソナ（旧株式会社パソナサンライ

ズ）入社　営業総本部雇用開発新規プロジェクト

担当ゼネラルマネージャー

平成16年８月    同社取締役執行役員営業総本部雇用開発新規プ

ロジェクト担当 

平成16年９月   同社取締役執行役員営業総本部営業推進・関連

会社室担当 

平成16年12月    同社取締役執行役員関連会社室担当経営企画室

長代行 

平成17年４月     同社取締役執行役員経営企画室長代行 

平成17年８月    同社取締役執行役員経営企画室長 

平成17年９月    同社取締役常務執行役員経営企画室長兼ＩＲ室

担当  

平成18年６月    同社取締役常務執行役員経営企画室・ＩＲ室・

財務部・経理部・総務部・法務室担当  

平成18年７月    同社取締役常務執行役員ＩＲ室・財務部・経理

部・総務部担当（現任）  

平成19年９月    同社取締役専務執行役員 

平成19年12月    株式会社パソナグループ取締役専務執行役員

（現任）  

－

 　　　３．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　　４．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　５．平成17年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、パブリックカンパニーとしての社会的責任を自覚するとともに、株主、派遣スタッフ、クライアント、社会、お

よび社員等の当社ステークホルダーに対する経営責任を果たし、長期安定的な成長を遂げていくため、関連法規およ

び社内規則を遵守する企業倫理を確立し、経営の健全性・透明性・効率性を高め、適正な企業行動をとることを目指

しています。

　経営監視の仕組みとして、取締役任期を１年とすることで株主信任の機会を増やし、事業年度ごとの経営責任の明確

化を図っており、社長直轄の内部監査室を設置して役職員の職務執行を監査する体制をとっています。また、経営の健

全性・透明性・効率性を高めていくためには役職員が常に高いコンプライアンス意識を保ち、適正な組織行動ができ

ることが重要であると考えており、コンプライアンスマニュアルを定め、研修・周知徹底に努めています。

（２）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等

1）会社の機関

　当社の取締役会は、取締役４名および監査役３名で構成され、月１回の定時取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨

時取締役会を開催し、経営の基本方針・法定専決事項・その他経営にかかる重要事項等に関する討議・決定を行うと

共に、経営計画の進捗状況の確認、業務執行の状況の監督等を行っています。当事業年度における取締役会は臨時取締

役会を含めて15回開催しています。

業務執行に際しては、常勤取締役、常勤監査役および執行役員による常務会を原則週１回開催し、事業活動に関する適

時迅速な意思決定を行っています。

　また、当社は現在、監査役設置会社形態をとっており、監査役３名全員が会社法第２条第16号に定める社外監査役で

す。当社の取締役会では経営に関し監査役を含めた活発な議論がなされている現状を踏まえ、あわせて、当社の業容か

ら見た取締役会の適正規模、社外取締役採用等の問題を鑑み、監査役設置会社形態が適切と考えております。当事業年

度における監査役会は13回開催しています。

　このほか、会社の課題を網羅的に把握し、部門横断的に解決に取り組む枠組みとして、リスクマネジメント委員会、コ

ンプライアンス委員会、情報セキュリティ委員会、などの各種委員会を設置しております。

　当社のコーポレート・ガバナンスおよび内部管理体制の概要は下記のとおりです。
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2）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めています。

3）責任限定契約の内容

　当社は社外取締役及び社外監査役に関し、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責任

を軽減する契約を締結できる旨、定款で定めておりますが、これまでに締結した事例はありません。なお、定款で定め

る責任限定契約の内容は、社外取締役は240万円以上であらかじめ定めた金額または法令が定める額のいずれか高い

額、社外監査役は240万円以上であらかじめ定めた額または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意か

つ重大な過失がないときに限られます。

4) 内部監査及び監査役監査の状況　 

　当社は、内部監査・コンプライアンス・個人情報保護の観点で役職員の職務執行を監査する組織として社長直轄の

内部監査室を設置しています。2008年６月１日現在、内部監査室は１名のみとなっていますが、内部監査規程により、

内部監査室長は監査実施上必要のある場合は、取締役社長の承認を経て、他の社員もしくは外部の者を臨時に監査人

に任命し、監査を行うことができます。

　内部監査室は期首において監査計画書を作成し、原則、毎期全部署において内部監査を実施しています。各部署の監

査実施後速やかに内部監査報告書を社長宛に提出し、状況に応じ改善計画書の提出を求め、改善状況をモニタリング

し、改善報告書の提出を求めています。

　監査役は取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、常務会などの重要な会議に出

席するとともに、内部監査室との連携を密にし、業務が適正に遂行されているかどうかを監査しています。また、主要

な決裁書類その他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて取締役または従業員にその説明を求めていま

す。監査役は、監査の実施にあたり、必要に応じ弁護士・公認会計士等の外部専門家との連携を図っています。

監査役及び内部監査室は当社の会計監査人により、会計監査の監査計画や監査の方法および結果について定期的に報

告を受けています。また、必要に応じて適宜会合を開催して意見交換を行い、相互連携を深めています。

5) 会計監査の状況

　当社は当事業年度より、会計監査業務を監査法人トーマツに委嘱しています。当期において会計監査業務を執行した

公認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成は、以下のとおりです。

　業務を執行した公認会計士の氏名

 　　堤佳史、中川幸三

　業務執行社員以外の監査従事者

 　　公認会計士　３名、会計士補等　２名、その他　２名

6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

　取締役南部靖之は株式会社パソナグループの代表取締役グループ代表兼社長、及び、株式会社パソナの代表取締役を

兼任しており、監査役渡辺謙は株式会社パソナの特別顧問です。株式会社パソナグループは、平成20年３月31日現在当

社議決権の60.87%を所有する親会社であり、株式会社パソナは株式会社パソナグループの子会社で、当社の兄弟会社

であります。

　当社は株式会社パソナグループとの間にエンジニアの派遣・紹介等の取引関係があり、株式会社パソナとの間にエ

ンジニアの派遣等の取引関係があります。詳細については、「第一部　企業情報　第５　経理の状況　１財務諸表等　関連

当事者との取引」をご参照ください。

　社外監査役と当社との間に取引関係はありません。

7) リスク管理体制の整備の状況  

　法・規制改正等による公的規制リスク、提供するサービス品質に関するリスク、派遣先・派遣スタッフに関わるリ

レーションリスク等のリスクに総合的に対処するため、リスクマネジメント規程に従いリスクマネジメント委員会を

設置し、リスクの把握・管理に努めています。

また、日常の取引においては、業務分掌及び職務権限規程、稟議規程に従って採算を管理、損失発生の未然防止に努め

ています。

　万一、損失の危険が当社業績に重要な影響を及ぼす恐れが生じた場合は、ただちに社長及びリスクマネジメント委員

長に報告するとともに、リスクマネジメント委員会を開催してその対応を緊急に協議し、これらの状況を取締役会、監

査役会に報告するものとしています。また、当社業績に重要な影響を及ぼすとされる事項は、遅滞なく適時開示を行う

こととしています。
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 8) 役員報酬の内容

　　　当社の役員報酬は、以下のとおりであります。

①取締役      　　　３名　　　　　　　　66,186千円（うち社外取締役　 －千円）

②監査役　　　　　　２名　　　　　　　  13,414千円（うち社外監査役13,414千円）

      支給金額には以下のものが含まれております。

 　　　・当期に係る役員賞与

 　　　　　取締役　　３名　　5,380千円

 　　　・当期における役員退職慰労引当金の増加額

 　　　　　取締役　　３名　 11,458千円

 　　　　　監査役　　２名　　1,264千円

　　　　上記のほか、平成19年６月27日開催の第18期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記のとおり支給してお

ります。

　取締役　１名 7,290千円

　監査役　２名 2,460千円　（うち社外監査役　２名　2,460千円）

9) 監査報酬の内容 

　　　①当社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額　　　　　　　 　14,987千円

　②上記①の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項　　　　　 　13,000千円

　　の業務（監査証明業務）の対価として当社が会計監査

　　人に支払う報酬等の合計額

　　それ以外の業務に基づく報酬等の合計額　　　　　　　　　　　　1,987千円

　③上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべ　　　　 　13,000千円

　　き会計監査人としての報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、③の報酬等の額にはこれらの合計金額を記載して

おります。

10)その他当社定款規定について

① 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上に当

たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の

選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

② 自己の株式の取得の決定機関

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得

を行うことができる旨を定款に定めております。

③ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

を定款に定めております。

④ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、

毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑤ 取締役および監査役の責任免除について

有用な人材の経営への参画を容易にするため、当社は現行定款において、会社法第426条第１項の規定により、取

締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会決議によって免除できる旨を定めています。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表及び財務諸表の作成方法について

　　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表についてはみすず監査法人による監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当

事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表については監査法人トーマツによる監査を

受けております。

　　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

 　　前事業年度　　みすず監査法人

　　 当事業年度　　監査法人トーマツ　

３．連結財務諸表について

　　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では

子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

　　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　  　1.86％

売上高基準　　　　　　0.14％

利益基準　　　　　　　0.43％　

利益剰余金基準 　　 △1.98％
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,024,304   1,408,315  

２．売掛金   1,478,008   1,396,255  

３．貯蔵品   10,057   10,132  

４．前払費用   26,804   30,528  

５．繰延税金資産   62,764   53,501  

６．その他   76,982   15,981  

貸倒引当金   △4,233   △1,953  

流動資産合計   2,674,688 86.4  2,912,761 87.6

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産 　       

１．建物  68,096   72,597   

減価償却累計額  △22,857 45,238  △28,700 43,896  

２．器具及び備品  75,411   55,589   

減価償却累計額  △45,344 30,066  △34,050 21,538  

有形固定資産合計   75,304 2.4  65,435 2.0

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   14,526   18,064  

２．その他   713   12,768  

無形固定資産合計   15,239 0.5  30,832 0.9

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   68,159   47,593  

２．関係会社株式 ※１  25,740   －  

３．関係会社出資金   36,424   41,424  

４．長期貸付金   1,500   1,500  

５．破産債権、再生債権、
更生債権その他これ
らに準ずる債権

  1,858   －  

６．破産更生債権等   －   3,192  

７．長期前払費用   427   911  

８．前払年金費用   24,389   21,494  

９．繰延税金資産   36,058   43,715  

10．敷金及び保証金   114,627   132,246  

11．その他   22,864   26,875  

貸倒引当金   △1,874   △3,346  

投資その他の資産合計   330,175 10.7  315,609 9.5

固定資産合計   420,719 13.6  411,876 12.4

資産合計   3,095,408 100.0  3,324,638 100.0

        
 

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

32/65



  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 　  43,842   30,621  

２．未払派遣人件費   637,699   653,089  

３．未払金 　  102,297   149,588  

４．未払費用 　  98,130   111,244  

５．未払法人税等   157,260   95,485  

６．未払消費税等   110,664   124,135  

７．前受金   557   1,297  

８．預り金   21,964   26,243  

９．賞与引当金   68,255   78,240  

10．役員賞与引当金   3,700   5,380  

流動負債合計   1,244,372 40.2  1,275,326 38.4

Ⅱ　固定負債        

１．役員退職慰労引当金   77,628   81,215  

固定負債合計   77,628 2.5  81,215 2.4

負債合計   1,322,001 42.7  1,356,541 40.8

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  551,500 17.8  551,500 16.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 198,369   198,369   

資本剰余金合計 　  198,369 6.4  198,369 6.0

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 999,898   1,207,912   

利益剰余金合計 　  999,898 32.3  1,207,912 36.3

株主資本合計 　  1,749,767 56.5  1,957,782 58.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  23,638 0.8  10,314 0.3

評価・換算差額等合計 　  23,638 0.8  10,314 0.3

純資産合計 　  1,773,406 57.3  1,968,096 59.2

負債純資産合計 　  3,095,408 100.0  3,324,638 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   10,416,235 100.0  11,337,365 100.0

Ⅱ　売上原価   7,964,151 76.5  8,675,094 76.5

売上総利益   2,452,083 23.5  2,662,271 23.5

 Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．募集費  235,724   308,937   

２．役員報酬  73,945   65,848   

３．従業員給与及び賞与  601,455   639,777   

４．福利厚生費  126,719   137,484   

５．役員賞与引当金繰入額  －   5,380   

６．賞与引当金繰入額  68,255   78,240   

７．退職給付費用  9,964   19,029   

８．役員退職慰労引当金繰
入額

 14,250   12,722   

９．その他の人件費  261,284   241,232   

10．賃借料  233,883   233,965   

11．減価償却費  79,229   19,274   

12. 貸倒引当金繰入額  5,091   －   

13．その他 　 388,893 2,098,698 20.1 412,286 2,174,179 19.2

営業利益   353,385 3.4  488,092 4.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  1,190   2,564   

２．事業譲渡益  ※１ 10,000   －   

３．保険金収入  895   －   

４．移転補償金収入  －   7,098   

５．その他  1,872 13,959 0.1 1,080 10,743 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  ※１ 436   213   

２．貸倒引当金繰入額  －   137   

３．その他  62 499 0.0 239 590 0.0

経常利益   366,845 3.5  498,245 4.4
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１. 固定資産売却益  ※２ －   1,317   

２. 投資有価証券売却益  43,309   －   

３．貸倒引当金戻入益  － 43,309 0.4 15 1,332 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ －   204   

２．固定資産除却損 ※４ 2,868   10,175   

３．投資損失引当金繰入額 　 14,260   －   

４．減損損失 ※５ 15,074   4,341   

５．投資有価証券評価損 　 15,196   －   

６．関係会社株式売却損 　 －   9,674   

７．関係会社株式評価損 　 － 47,398 0.4 10,065 34,461 0.3

　　税引前当期純利益 　  362,756 3.5  465,116 4.1

法人税、住民税及び事業
税

 201,113   191,454   

法人税等調整額  △46,617 154,496 1.5 10,747 202,202 1.8

当期純利益   208,260 2.0  262,914 2.3

        

売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費        

１．派遣人件費  6,659,279   7,420,590   

２．法定福利費  709,375 7,368,655 92.5 829,435 8,250,026 95.1

Ⅱ　経費        

１．業務委託費  518,537   354,685   

２．その他  76,958 595,496 7.5 70,381 425,067 4.9

　　 計   7,964,151 100.0  8,675,094 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
551,500 198,369 198,369 829,578 829,578 1,579,447

事業年度中の変動額       

剰余金の配当（注）    △32,940 △32,940 △32,940

利益処分による役員賞与

（注）
   △5,000 △5,000 △5,000

当期純利益    208,260 208,260 208,260

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
      

事業年度中の変動額合計

（千円）
― ― ― 170,320 170,320 170,320

平成19年３月31日　残高

（千円）
551,500 198,369 198,369 999,898 999,898 1,749,767

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
― ― 1,579,447

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △32,940

利益処分による役員賞与

（注） 
  △5,000

当期純利益   208,260

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
23,638 23,638 23,638

事業年度中の変動額合計

（千円）
23,638 23,638 193,958

平成19年３月31日　残高

（千円）
23,638 23,638 1,773,406

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高

（千円）
551,500 198,369 198,369 999,898 999,898 1,749,767

事業年度中の変動額       

剰余金の配当    △54,900 △54,900 △54,900

当期純利益    262,914 262,914 262,914

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
      

事業年度中の変動額合計

（千円）
― ― ― 208,014 208,014 208,014

平成20年３月31日　残高

（千円）
551,500 198,369 198,369 1,207,912 1,207,912 1,957,782
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
23,638 23,638 1,773,406

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △54,900

当期純利益   262,914

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△13,324 △13,324 △13,324

事業年度中の変動額合計

（千円）
△13,324 △13,324 194,689

平成20年３月31日　残高

（千円）
10,314 10,314 1,968,096
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  362,756 465,116

減価償却費  79,229 19,274

貸倒引当金の増加額または減少額
（△）

 3,010 △807

賞与引当金の増加額  14,402 9,985

役員賞与引当金の増加額  3,700 1,680

前払年金費用の減少額または増加額
（△）

 △3,829 2,894

役員退職慰労引当金の増加額  6,315 3,586

投資損失引当金の増加額  14,260 －

受取利息及び受取配当金  △1,190 △2,564

支払利息  436 213

投資有価証券評価損  15,196 －

関係会社株式評価損  － 10,065

投資有価証券売却益  △43,309 －

関係会社株式売却損  － 9,674

固定資産売却益  － △1,317

固定資産売却損  － 204

固定資産除却損  2,868 10,175

減損損失  15,074 4,341

事業譲渡益  △10,000 －

売上債権の減少額または増加額
（△）

 △193,199 81,752

たな卸資産の減少額または増加額
（△）

 2,729 △75

前払費用の増加額  △1,347 △3,723

その他の流動資産の減少額  10,094 1,270

破産債権、再生債権、更生債権その他
これらに準ずる債権の増加額

 △1,223 －

破産更生債権等の増加額  － △1,334

仕入債務の減少額  △7,412 △13,221

未払派遣人件費の増加額  45,663 15,389

未払金の増加額  37,765 35,531

未払費用の増加額  3,152 13,114

未払消費税等の増加額または減少額
（△）

 △5,770 13,471

前受金の増加額または減少額（△）  △632 739

その他の流動負債の増加額または減
少額（△）

 △8,985 8,733

その他  △5,193 540

役員賞与の支払額  △5,000 －

小計  329,561 684,711

利息及び配当金の受取額  534 2,054

利息の支払額  △436 △213

法人税等の支払額  △176,358 △257,683

営業活動によるキャッシュ・フロー  153,300 428,868
 

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

38/65



  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

関係会社株式の取得による支出  △40,000 －

投資有価証券の取得による支出  △20,000 △1,900

投資有価証券の売却による収入  2,000 66,240

関係会社への出資による支出  △31,148 △5,000

有形固定資産の売却による収入  － 1,383

有形固定資産の取得による支出  △20,033 △14,261

無形固定資産の取得による支出  △4,873 △13,137

貸付けによる支出  △120 －

貸付金の回収による収入  1,210 －

敷金及び保証金差入れによる支出  △2,330 △18,552

敷金及び保証金の返還による収入  220 40

事業譲渡による収入  10,000 －

その他の投資活動による収入  1,176 －

その他の投資活動による支出  △4,160 △5,072

投資活動によるキャッシュ・フロー  △108,059 9,739

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額  △32,717 △54,596

ファイナンス・リース債務の返済に
よる支出

 △32,240 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △64,957 △54,596

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額または減少
額（△）

 △19,716 384,011

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,044,020 1,024,304

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  1,024,304 1,408,315

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

39/65



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

 (1）関連会社株式

   移動平均法による原価法

 (2）その他有価証券

 時価のあるもの

　決算日の市場価格等による時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

 時価のないもの

移動平均法による原価法

（1）　　　　　　　－

　

 (2）その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 

 

 

 時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

　貯蔵品

 同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

主な耐用年数

　建物　　　　　８～15年

　器具及び備品　３～15年

(1）有形固定資産

同左

　

　

　

 － (会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。　　  

　これにより損益に与える影響は軽微で

あります。

　

 (2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアは、社内利用

可能見込期間（３年～５年）による定

額法

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）投資損失引当金 

　関係会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状態を勘案して、

必要額を計上しております。 

(2）　　　　　　　－

 (3）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将

来の賞与支給見込額のうち、当期負担額

を計上しております。

(3）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4）役員賞与引当金 

　役員賞与の支出に備えて、当期におけ

る支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4）役員賞与引当金 

同左

  （会計方針の変更）

　当期より、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号　平成17年11

月29日）を適用しております。これによ

り営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ3,700千円減少してお

ります。 

－

 (5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生

していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、当期末においては、年金資産が退

職給付債務額を上回ったため、前払年金

費用を計上しております。

　数理計算上の差異は、発生の翌事業年

度に一括償却することとしております。

(5）退職給付引当金

同左

　 (6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく、期末

要支給額を計上しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　また、リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるファイナンス・リース

取引については、通常の売買処理に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は1,773,406

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

－

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 － （貸借対照表）

　「破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債

権」は、財務諸表等規則が改正されたことに伴い当事業年

度から「破産更生債権等」と表示しております。 

 －

　

（損益計算書） 

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「役員報酬」に

含めて表示しておりました「役員賞与引当金繰入額」を

当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度における「役員賞与引当金繰入額」の

金額は3,700千円であります。 

 －

　

（キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「破産債権、再生

債権、更生債権その他これらに準ずる債権の増加額」は、

財務諸表等規則が改正されたことに伴い当事業年度から

「破産更生債権等の増加額」と表示しております。 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

※１．投資損失引当金

　関係会社株式は投資損失引当金14,260千円を控除

して表示しております。

※１．　　　　　　　　　―

　

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。これらの契

約に基づく当期末の借入未実行残高は、次のとおりであ

ります。

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。これらの契

約に基づく当期末の借入未実行残高は、次のとおりであ

ります。

当座貸越契約の総額 100,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 100,000千円

当座貸越契約の総額 100,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 100,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 

　事業譲渡益 10,000千円

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 

　支払利息 213千円

※２．　　　　　　　　　― ※２．固定資産売却益

固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。  

 

　器具及び備品 1,317千円

※３．　　　　　　　　　― ※３．固定資産売却損

固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。  

 

　器具及び備品 204千円

※４．固定資産除却損 

　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。  

 

　器具及び備品 1,593千円

　ソフトウェア 1,275千円

計 2,868千円

 ※４．固定資産除却損

　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。  

 

　建物 5,077千円

　器具及び備品 5,097千円

計 10,175千円

※５．減損損失　　　　　　　　　

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

　（1）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

 　東京都渋谷区

　

 　遊休資産

　

 　器具及び備品

　 ソフトウェア

　（2）減損損失の認識に至った経緯

 遊休状態である資産で今後使用見込みのない資産に

ついて減損を認識し、各資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。なお、回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、正味売却価額は売却が困難であるため

零としております。

　（3）減損損失の金額

種類 金額（千円）

 器具及び備品 14,705

 ソフトウェア 368

　

　

※５．減損損失　　　　　　　　　

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

　（1）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

 　東京都渋谷区

　

 　遊休資産

　

 　器具及び備品

　 ソフトウェア

　（2）減損損失の認識に至った経緯

 遊休状態である資産で今後使用見込みのない資産に

ついて減損を認識し、各資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。なお、回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、正味売却価額は売却が困難であるため

零としております。

　（3）減損損失の金額

種類 金額（千円）

 器具及び備品 2,252

 ソフトウェア 2,089

計 4,341
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 27,450 － － 27,450

合計 27,450 － － 27,450

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 平成16年６月25日定時株主総

会決議に基づく新株予約権

 （注）１

普通株式 883 － 25 858 －

平成17年６月28日定時株主総

会決議に基づく新株予約権

（注）１,２

普通株式
270

 

－

 

10

 

260

 

－

 

合計 － 1,153 － 35 1,118 －

 　（注）１.平成16年６月25日定時株主総会決議に基づく新株予約権及び平成17年６月28日定時株主総会決議に基づく　新

株予約権の当事業年度減少は新株予約権の消滅によるものであります。

 　（注）２.平成17年６月28日定時株主総会決議に基づく新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 32,940 1,200 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

次のとおり、決議しております。　　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 54,900 利益剰余金 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 27,450 － － 27,450

合計 27,450 － － 27,450
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前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 平成16年６月25日定時株主総

会決議に基づく新株予約権

 （注）１

普通株式 858 － 20 838 －

平成17年６月28日定時株主総

会決議に基づく新株予約権

（注）１

普通株式
260

 

－

 

14

 

246

 

－

 

合計 － 1,118 － 34 1,084 －

 　（注）１.平成16年６月25日定時株主総会決議に基づく新株予約権及び平成17年６月28日定時株主総会決議に基づく　新

株予約権の当事業年度減少は新株予約権の消滅によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 54,900 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

次のとおり、決議しております。　　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 82,350 利益剰余金 3,000 平成20年３月31日 平成20年６月26日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と現金及び預金勘定

は一致しております。

 １.　　　　　　　　　　同左

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具及び備品 64,975 41,832 23,142

合計 64,975 41,832 23,142

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具及び備品 68,859 55,475 13,383

合計 68,859 55,475 13,383

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 13,433千円

１年超 10,630千円

合計 24,063千円

１年内 9,439千円

１年超 4,483千円

合計 13,922千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 17,194千円

減価償却費相当額 16,082千円

支払利息相当額 808千円

支払リース料 14,588千円

減価償却費相当額 13,642千円

支払利息相当額 564千円

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

１年内 3,090千円

１年超 1,287千円

合計 4,377千円

（減損損失について）

　　　　　　　　　　 　同左
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（有価証券関係）

　

 １.その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額 (千円)

差額（千円）
取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額 (千円)

差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 23,500 63,356 39,856 23,500 40,890 17,390

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債　 － － － － － －

③その他　 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 23,500 63,356 39,856 23,500 40,890 17,390

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － － － － －

(2）債券       

①国債・地方債等　 － － － － － －

②社債　 － － － － － －

③その他　 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 23,500 63,356 39,856 23,500 40,890 17,390

 ２.前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度
（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

68,310 43,309 － 6,000 － 9,674

 ３.時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1）関連会社株式   

非上場株式 25,740 －

(2）その他有価証券   

非上場株式 

　
4,803 6,703

（デリバティブ取引関係）

前事業年度 
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度 
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該

当事項はありません。

 同左

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

47/65



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成19年３月31日現在）
当事業年度

（平成20年３月31日現在）

(1）退職給付債務（千円） △61,653 △72,737

(2）年金資産（千円） 79,162 82,164

(3）未積立退職給付債務(1）+(2）（千円）　 17,508 9,426

(4）未認識数理計算上の差異（千円） 6,880 12,067

(5）前払年金費用　　　(3)＋(4)（千円） 24,389 21,494

(6）退職給付引当金　　(3)－(5)（千円） ― ―

　

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用（千円） △10,375 △12,499

(2）利息費用（千円） △1,051 △1,233

(3）期待運用収益（千円） 1,462 1,583

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） ― △6,880

(5）退職給付費用　(1)＋(2)-(3)＋(4)（千円） △9,964 △19,029

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準法 期間定額基準法

(2）割引率 　  2.0％ 　  2.0％

(3）期待運用収益率 2.0％ 　2.0％

(4）数理計算上の差異の処理年数 １年 １年 

　

　

　数理計算上の差異は、発生

の翌事業年度に一括償却する

こととしております 

　

　数理計算上の差異は、発生

の翌事業年度に一括償却する

こととしております 
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　80名

当社取締役　５名

当社従業員　29名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式　900株 普通株式　270株

付与日 平成16年11月19日 平成17年11月18日

権利確定条件

①新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、当社

の取締役もしくは監査役を

任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な

理由がある場合にはこの限

りではない。

②新株予約権行使日の前日

のＪＡＳＤＡＱ市場におけ

る当社株式の終値が、1株当
たりの払込金額の１.5倍以
上であることを要する。

③新株予約権の質入その他

の処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。ただ

し⑤に規定する「新株予約

権割当契約」による。

⑤この他の条件は、当社と

新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」の定めるところによ

る。

 ①新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、当社

の取締役もしくは監査役を

任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な

理由がある場合にはこの限

りではない。

②新株予約権の質入その他

の処分は認めない。

③新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。ただ

し④に規定する「新株予約

権割当契約」による。

④この他の条件は、当社と

新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」の定めるところによ

る。

 

 

 

 

 

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。
同左

権利行使期間
自　平成16年11月19日

至　平成26年６月24日　

自　平成19年６月29日

至　平成22年６月28日

 （注）株式数に換算して記載しております。

EDINET提出書類

株式会社パソナテック(E05386)

有価証券報告書

49/65



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前事業年度末 － 270

付与 － －

失効 － 10

権利確定 － －

未確定残 － 260

権利確定後　　　　　　（株）   

前事業年度末 883 －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 25 －

未行使残 858 －

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 345,285 231,578

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　80名

当社取締役　５名

当社従業員　29名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式　900株 普通株式　270株

付与日 平成16年11月19日 平成17年11月18日
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平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定条件

①新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、当社

の取締役もしくは監査役を

任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な

理由がある場合にはこの限

りではない。

②新株予約権行使日の前日

のＪＡＳＤＡＱ市場におけ

る当社株式の終値が、1株当
たりの払込金額の１.5倍以
上であることを要する。

③新株予約権の質入その他

の処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。ただ

し⑤に規定する「新株予約

権割当契約」による。

⑤この他の条件は、当社と

新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」の定めるところによ

る。

 ①新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、当社

の取締役もしくは監査役を

任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な

理由がある場合にはこの限

りではない。

②新株予約権の質入その他

の処分は認めない。

③新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。ただ

し④に規定する「新株予約

権割当契約」による。

④この他の条件は、当社と

新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」の定めるところによ

る。

 

 

 

 

 

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。
同左

権利行使期間
自　平成16年11月19日

至　平成26年６月24日　

自　平成19年６月29日

至　平成22年６月28日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前事業年度末 － 260

付与 － －

失効 － 5

権利確定 － 255

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）   

前事業年度末 858 －

権利確定 － 255

権利行使 － －

失効 20 9

未行使残 838 246

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 345,285 231,578

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産   

未払事業税 13,261千円

未払事業所税 7,804千円

賞与引当金 27,773千円

役員退職慰労引当金 31,587千円

未払社会保険料 3,334千円

減価償却超過額 11,879千円

未払決算賞与 7,425千円 

投資有価証券評価損否認 6,183千円 

減損損失否認 6,133千円 

投資損失引当金 5,802千円 

貸倒引当金 2,037千円 

役員賞与引当金 1,505千円 

その他 235千円

繰延税金資産合計 124,964千円

繰延税金負債   

前払年金費用 △9,924千円 

有価証券評価差額 △16,217千円

繰延税金負債合計 △26,141千円

繰延税金資産の純額 98,823千円

繰延税金資産   

未払事業税 8,382千円

未払事業所税 8,552千円

賞与引当金 31,836千円

役員退職慰労引当金 33,046千円

未払社会保険料 4,102千円

減価償却超過額 12,720千円

投資有価証券評価損 6,183千円 

減損損失否認 6,712千円 

貸倒引当金 1,358千円 

その他 144千円

繰延税金資産合計 113,039千円

繰延税金負債   

前払年金費用 △8,746千円 

有価証券評価差額 △7,075千円

繰延税金負債合計 △15,822千円

繰延税金資産の純額 97,216千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入

できない事項

1.55％

住民税均等割等 0.70％

その他 △0.35％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
42.59％

法定実効税率 40.69％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入

できない事項

1.96％

住民税均等割等 0.57％

その他 0.25％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
43.47％

（持分法損益等）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 40,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 25,734 

持分法を適用した場合の投資利益の金

額

△14,265 

 ―
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（千円）

事業の内
容

議決権の
被所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
株式会社

パソナ

東京都

千代田区
8,341,627

人材派遣

・請負、

人材紹介

事業

直接

60.87％

兼任

２名

エンジ

ニアの

派遣

エンジニアの

派遣

（注１）

110,217 売掛金 11,828

請負外注

（注１）
98,849 買掛金 9,210

派遣スタッフ

の受入

（注１）

45,561

敷金及び

保証金

未払金

14,405

6,737

事務所の賃借

（注２） 
33,890

未払費用

 その他

1,462

3,045

社員採用コン

サルティング

手数料

（注１）

828   

社内事務委託

（注１）　
20,197   

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。

　（注２）親会社における第三者からの賃借料を使用面積にて按分して、決定しております。

　（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 (2）子会社及び関連会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（千円）

事業の内
容

議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

株式会社

シー

フォー＆

パソナ

テック　

マネージ

メント

サービス

東京都

品川区
100,000

内部統制

・コンプ

ライアン

ス強化、

IT戦略に
関するコ

ンサル

ティング

事業等

直接

40.00％

兼任

１名

エンジ

ニアの

派遣、

外注他

エンジニアの

派遣

（注１）

680 売掛金 84

請負外注

（注１）
3,882 買掛金 421

当社商品の販

売

（注１）

753
その他

　

299

 

事業譲渡

（注１）
10,000

　

 

 

 

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。

　（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容
議決権の
被所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

株式会社

パソナグ

ループ

東京都

千代田区
5,000,000

人材ビジネス

に関連する事

業等を営む会

社の株式を所

有することに

よる当該会社

の事業活動の

支配および管

理等

直接

60.87％

兼任

１名

エンジ

ニアの

派遣・

紹介

エンジニ

アの派遣

・紹介

（注１）

3,058 　  

社内事務

委託（注

1）

1,517  未払金 977
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　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。

　（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　（注３）当社の親会社である株式会社パソナが、当社株式を保有したまま、平成19年12月３日付で株式会社パソナグルー
プの完全子会社となったことで株式会社パソナグループが新たに当社の親会社となっております。また、平成

20年３月１日付で株式会社パソナが所有する当社株式の全てを株式会社パソナグループが直接所有すること
となった結果、当社の親会社は株式会社パソナグループのみとなっております。

 (2）子会社及び関連会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（千円）

事業の内
容

議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

株式会社

シー

フォー＆

パソナ

テック　

マネージ

メント

サービス

東京都

品川区
100,000

内部統制

・コンプ

ライアン

ス強化、

IT戦略に
関するコ

ンサル

ティング

事業等

直接

40.00％

兼任

１名

エンジ

ニアの

派遣、

外注他

請負外注

（注１）
5,760 　  

当社商品の販

売

（注１）

31 　  

社内事務委託

（注１）
250

未払金

　

1,522

 

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決定しております。

　（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

  （注３）平成20年３月31日付で当社保有の株式会社シーフォー＆パソナテックマネージメントサービス社株式の全て
を売却しております。その結果、当事業年度末で、同社は当社の関連会社に該当しなくなっております。

 (3）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（千円）

事業の内
容

議決権の
被所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の子

会社

株式会社

パソナ

東京都

千代田区
3,000,000

人材派遣

・請負、

人材紹介

事業

 なし
兼任

１名

エンジ

ニアの

派遣

エンジニアの

派遣

（注１）

125,024 売掛金 9,311

請負外注

（注１）
101,537 買掛金 6,005

派遣スタッフ

の受入

（注１）

48,528

敷金及び

保証金

未払金

28,994

9,767

事務所の賃借

（注２） 
34,854

未払費用

 その他

1,503

2,165

社員採用コン

サルティング

手数料

（注１）

3,124   

社内事務委託

（注1）
33,876   

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。

　（注２）株式会社パソナにおける第三者からの賃借料を使用面積にて按分して、決定しております。

　（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　（注４）平成20年３月１日付で株式会社パソナの所有する当社株式の全てを株式会社パソナグループが直接所有するこ
となりました。これに伴い株式会社パソナは当社の親会社に該当せず、兄弟会社等に該当することとなってお

ります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 64,604円97銭

１株当たり当期純利益金額 7,586円89銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額  71,697円50銭

１株当たり当期純利益金額  9,577円94銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりと

なります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益（千円） 208,260 262,914

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 208,260 262,914

　期中平均株式数（株） 27,450 27,450

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） － －

（うち新株予約権） (－) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権２種類

（新株予約権の数1,118個） 

 新株予約権の概要については、

「第４提出会社の状況　１株式等の

状況　（２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりです。 

新株予約権２種類

（新株予約権の数1,084個） 

 新株予約権の概要については、

「第４提出会社の状況　１株式等の

状況　（２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりです。 

（重要な後発事象）

前事業年度

　　　　　　 　（自平成18年４月１日

　　　　　　　 　至平成19年３月31日）

当事業年度

　　　　　　 　（自平成19年４月１日

　　　　　　　 　至平成20年３月31日）

 　　　　　　　　　　　　― 

（子会社増資引受の件）

（1)平成20年３月19日開催の取締役会において、同日子会

社化したC.S. Factory Co.,Ltd.（ベトナム　ホーチミン市）

が実施する40万米国ドルの増資引受を決議し、平成20年６

月２日に実行いたしました。

（2)増資後の持分比率：100％

（3)投資許可更新日：平成20年５月28日
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　   銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券
株式会社ビットアイル 470 40,890

株式会社オーリッド　 100 4,803

株式会社ロボテスト 38 1,900

計 608 47,593

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高

（千円）

有形固定資産        

建物 68,096 11,874
7,373

　
72,597 28,700 8,138 43,896

器具及び備品 75,411 5,654
25,476

（2,252)
55,589 34,050 6,598 21,538

有形固定資産計 143,507 17,528
32,849

（2,252)
128,186 62,751 14,736 65,435

無形固定資産        

ソフトウェア 309,340 10,165
2,089

（2,089)　
317,416 299,352 4,537 18,064

その他 713 12,055 － 12,768 － － 12,768

無形固定資産計 310,053 22,220
2,089

(2,089)　
330,184 299,352 4,537 30,832

長期前払費用 854 911 854 911 － 427 911

繰延資産　 － － － － － － －

繰延資産計　 － － － － － － －

（注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物 増加額（千円） 支店レイアウト変更にかかる造作 11,874

　 減少額（千円） 支店レイアウト変更にかかる資産廃棄 7,373

 器具及び備品 増加額（千円） 本社及び支店レイアウト変更にかかる備品類取得 5,539

　 減少額（千円）  サーバーほか未稼働資産廃棄  20,253

　 　 サーバーほか未稼働資産減損  2,252

　 　 本社及び支店レイアウト変更にかかる資産廃棄  1,421

 ソフトウェア 増加額（千円） 自社ホームページ構築用ソフトウェア取得 5,950

　 　 グループウェア用ソフトウェア取得 3,550

　 減少額（千円） ソフトウェア未稼働資産減損 2,089

２．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【社債明細表】

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。 
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 6,107 2,106 929 1,984 5,300

投資損失引当金 14,260 － 14,260 － －

賞与引当金 68,255 78,240 68,255 － 78,240

役員賞与引当金 3,700 5,380 3,700 － 5,380

役員退職慰労引当金 77,628 12,722 9,136 － 81,215

　（注）　貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗替計算による減少額1,074千円及び個別引当額の回収による減少額910千

円であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 22

預金  

普通預金 1,207,886

定期預金 200,000

別段預金 406

計 1,408,293

合計 1,408,315

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 113,956

㈱富士通パーソナルズ 51,393

トヨタ自動車㈱　 42,253

松下電器産業㈱ 37,241

マイクロソフト㈱ 35,218

 その他 1,116,191

合計 1,396,255

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,478,008 11,904,225 11,985,977 1,396,255 89.6 44.2

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．貯蔵品

区分 金額（千円）

印刷物 9,262

印紙、切手 376

その他 493

合計 10,132

ニ．買掛金

相手先別内訳
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相手先 金額（千円）

㈱パソナ   6,005

㈱グローバル・コミュニケーションズ 2,110

㈱イグサーヴァ 1,995

㈱エストレリータ 1,626

㈱プランエイチ 1,583

 その他 17,300

合計 30,621

ホ．未払派遣人件費

区分 金額（千円）

派遣スタッフ給与 653,089

合計 653,089

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券　10株券　１株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り  

取扱場所 該当事項はありません。

株主名簿管理人 該当事項はありません。

取次所 該当事項はありません。

買取手数料 該当事項はありません。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載し

て行う。

公告掲載URL

http://www.pasonatech.co.jp/corp_info/ir_notice.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の親会社等株式会社パソナグループは、継続開示会社であり、東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場してお

ります。 

２【その他の参考情報】

　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。

　(2) 有価証券報告書の訂正報告書 　

平成19年７月24日関東財務局長に提出 

事業年度（第18期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

　(3) 有価証券報告書の訂正報告書 　

平成19年10月25日関東財務局長に提出  

事業年度（第18期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書及び平成19年７月24日提

出の有価証券報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。

　(4) 半期報告書

 （第19期中）（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出。

　　(5) 臨時報告書

　平成20年２月20日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。

　　(6) 臨時報告書

　平成20年３月３日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）及び第４号（提出会社の主

要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２７日

株　式　会　社　パ　ソ　ナ　テ　ッ　ク

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　市　村　　　清

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　藤　井　靜　雄

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　菅　田　裕　之

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社パソナ

テックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社パソナ

テックの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

 平成２０年６月２５日

株 式 会 社 パ ソ ナ テ ッ ク  

取　締　役　会　御　中

 監 査 法 人 ト ー マ ツ

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堤　　　佳　史　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中　川　幸　三　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社パソナテックの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社パソ

ナテックの平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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